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Ⅰ 開発等事業

開発
行為

１ 都市計画法第４条第12項に規定する開発行為に
 該当し、事業施行面積が500平方メートル以上のもの

＊開発行為 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的
     で行う土地の区画形質の変更 

＊開発行為に該当するかは、以下にお問い合わせください。 

東京都多摩建築指導事務所 開発指導第二課
府中市宮西町１-26-１ 府中合同庁舎４階 042-364-2386 

建築
２ 建築基準法第２条第13号に規定する建築で、次の
 いずれかに該当するもの

〇 15戸以上の共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿その他これらに類するもの
〇 高さが10メートルを越えるもの（一戸建ての住宅は除きます）
〇 階数が地上４階建て以上のもの（一戸建ての住宅は除きます）
〇 延べ面積が500平方メートル以上のもの（一戸建ての住宅は除きます） 

３ 建築基準法第42条第１項第５号に規定する道路の
 位置の指定を伴うもの

＊位置指定道路については、上記「東京都多摩建築指導事務所 開発指導第二課」へ
お問い合わせください。 

その他
４ 周辺環境に著しい影響を与えるおそれのある次のい
 ずれかに該当するもの

〇 土地利用の変更等（事業施行面積500平方メートル以上）
   ＊駐車場は上記以外に40台以上の場合でも該当
  ①宅地への変更（開発行為に該当しない宅地造成、敷地分割、現状と異なる
   主要用途への変更、など）
  ②駐車場、③墓所、④廃棄物施設（中間処理施設を含む）、
  ⑤動物飼育施設、⑥電力施設
〇 工作物の設置等
  建築基準法施行令第138条第１項各号に該当するもの（以下参照）

 （工作物等の指定）
第百三十八条 煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他これらに類する工作物で法第八十八条第
 一項の規定により政令で指定するものは、次に掲げるもの（鉄道及び軌道の線路敷地内の運
 転保安に関するものその他他の法令の規定により法及びこれに基づく命令の規定による規制
 と同等の規制を受けるものとして国土交通大臣が指定するものを除く。）とする。
一 高さが六メートルを超える煙突（支枠及び支線がある場合においては、これらを含み、
 ストーブの煙突を除く。）
二 高さが十五メートルを超える鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類する
 もの（旗ざおを除く。）
三 高さが四メートルを超える広告塔、広告板、装飾塔、記念塔その他これらに類するもの
四 高さが八メートルを超える高架水槽、サイロ、物見塔その他これらに類するもの
五 高さが二メートルを超える擁壁

 次の１～４のいずれかに該当する場合には、開発等事業の手続が必要です。

まちづくり条例に基づく手続の対象

位置指定
道路
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Ⅱ 大規模開発等事業

開発
行為

１ 都市計画法第４条第12項に規定する開発行為であっ
 て、事業施行面積が3,000平方メートル以上のもの

建築 ２ 延床面積が5,000平方メートル以上の建築物の建築

集合
住宅

１ 開発等事業に該当しない全ての共同住宅、長屋、寄
 宿舎、下宿その他これらに類するものの建築。ただし、
 ３戸以下の長屋を除きます（４戸から該当）。

その他
建築

２ １以外の延べ面積が300平方メートル以上500平方
 メートル未満の建築（併用住宅を含む。）ただし、一
 戸建て住宅を除く。

 次のいずれかに該当する場合には、大規模開発等事業構想の手続が必要です。

Ⅲ 小規模開発等事業

 Ⅰ開発等事業に該当しない、以下のいずれかに該当する場合は、
小規模開発等事業の手続が必要です（まちづくり条例第67条）。

大規模
戸建て

宅地
開発

３ 延べ面積が500平方メートル以上の一戸建て住宅の
 建築

４ 事業施行面積300平方メートル以上500平方メート
 ル未満の宅地開発事業（主として住宅の供給を目的と
 する土地の分割又は区画形質の変更をいう。）

５ 地区まちづくり計画策定地区内の開発等事業に該当
 しない全ての建築物の建築

地区計画
区域
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報
告
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会

事
前
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申
請

事
前
協
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報
告
書
の

公
告
、
縦
覧

標
識
板
設
置

届　
　

出

事
前
協
議
報
告
書

作
成

事
前
協
議
申
請
書
の

縦
覧
終
了事

前
協
議

申
請
書
の

公
告
、

縦
覧

7日
以内

2週間
程度 2週間

※標識板設置後速やかに提出すること

※標識板は事業完了又は廃止まで設置すること

※説明会について、近隣住民に
 開催３日前までに周知すること

標識板設置翌日から
７日以上あける

条38条・規23条

事
業
意
見
書

事
業
意
見
書
、

事
業
回
答
書
の
縦
覧

2週間
程度

事業意見書の提出が

開発等事業協議の手続

○開発等事業 ※条33条

・事業施行面積500㎡以上の開発行為

・15戸以上の集合住宅、高さ10ｍ超え、4階建て以上、

 延べ面積が500㎡以上の建築物の建築

 （一戸建て住宅を除く）

・道路の位置の指定を伴うもの（R5.4.1～）

・その他土地利用の変更（規別表第３参照）
※事業施行面積500㎡以上の開発行為に該当しない宅地造成など

条34条
規18条

条35条
規19条第1･2項

規19条
第3項

条36条
規20条

条37条第1項
規21条

条37条
第3項

条39条・規24条

開発等事業
START

条37条第2項
規22条

調
整
会
報
告
書
の

公
告
、
縦
覧

条50条
開調規3条

条49条第3項
開調規3条

条51条･
開調規6条

調
整
会
の

開
催

事
前
調
整
会
の

開
催

調
整
会
開
催

要
請

条49条第1項
開調規2条

調整会開催請求可能期間（事業者）

調整会開催請求可能期間（近隣住民）

開発等事業の手続フロー

各
課

協
議

協定締結
まで

事
業
回
答
書
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着
手
届

完
了
届

完
了
検
査

検
査
済
証
の
交
付

協　

定

協　

定
（
案
）
作
成

7日
程度

2週間
程度

条42条第1項
規26条

条45条
規27条

条47条
規30条

条48条
規31条

調整会開催請求可能期間（事業者）

調整会開催請求可能期間（近隣住民）

○開発等事業の手続前に終わらせておくこと 
・ 開発等事業の届出前に、関係各課（施行規則第22条参照）への事前調査・申請内容等の確認をお願いします。

・ 都市計画法上の開発行為の場合、東京都仮決裁後に開発等事業届出を受け付けます。

・ 生産緑地地区から転用して開発等事業を行う場合には、買取り申出を提出してから行為制限解除後に開発等事業届出を受け付けます。

・ 地区整備計画が策定されており、かつ、狛江市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成13年条例第19号）に基づく地区内で行われる
 大規模開発等事業は、事前に「大規模開発等事業構想事前相談カード」の提出が必要です。

※ このフローの     枠内の日数は事務処理等による目安の日数になります。

※ 開発行為に伴う同意・協議は別途行う必要があります。

※ 建築確認等とリンクしていません。（設計変更等の手続は、それぞれ行う必要があります。）

※ 東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例の手続は別途行う必要があります。

●建築指導事務
 多摩建築指導事務所（立川庁舎）
 〒190-0022 立川市錦町四丁目６番３号 建築指導第一課 042-548-2058

●開発指導事務
 多摩建築指導事務所（府中庁舎）
 〒183-0022 府中市宮西町一丁目26番１号 開発指導第二課 042-364-2386

※ 近隣住民の範囲は狛江市まちづくり条例施行規則別表第２を参照

※ 説明会時の最低説明事項は狛江市まちづくり条例施行規則別表第４を参照

図中の略称表示は以下のとおりです。

  条・・・狛江市まちづくり条例
  規・・・狛江市まちづくり条例施行規則
大構規・・・狛江市大規模開発等事業構想検討会運営規則
開調規・・・狛江市開発等事業調整会運営規則

2週間
※都市計画法
 第32条に基づく
 同意協議書の発行
（開発行為の場合）

使
用
開
始

回答書送付から
２週間を経なければ
協議終了とは
ならない。

詳しくは、下の

二次元コードから

アクセスしてください

変更届

※変更理由
 ①近隣住民等との協議による変更
 ②各課協議による変更（条37条1項）
 ③軽微な変更
※完了届 完了の日から７日以内に提出

条46条規28条

条40条・規25条

協
議
意
見
書

協
議
意
見
書
、

協
議
回
答
書
の
縦
覧

条39条・規41条

協
議
回
答
書

協
議
の
継
続

事
前
協
議
報
告
書
の

縦
覧
終
了

ない場合は省略されます

各
課
協
議
終
了

協議回答書送付から2週間

2週間
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標
識
板
設
置
報
告

説
明
会

説
明
会
の
報
告

標
識
板
設
置

大
規
模
開
発
等
事
業
構
想
の
届
出

7日以内 14日以内

※標識板設置後速やかに提出すること
標識板設置翌日から
７日以上あける

 

構
想
検
討
会
報
告
書
の
縦
覧

大規模開発等事業構想協議の手続

○大規模開発等事業 ※条56条

・事業施行面積が3,000㎡以上の開発行為

・延べ面積が5,000㎡以上の建築物の建築 

条56条第2項
規36条

条58条第１項
規37条

条58条第2項
規37条第2項

条59条第1項
規第38条

条59条第3項
規39条

大規模開発等事業
START

条60条第1項
大構規2条

 

事
業
構
想
届
出
の

公
告
、
縦
覧

条56条第4項

大
規
模
構
想
協
議
申
請
書

各
種
協
議

7日以内

条64条第2項
規41条

2週間程度 2週間

条64条第1項
規40条

 

事
業
構
想
の
届
出
の

縦
覧
終
了

構
想
検
討
会
の

開
催
要
請

事
前
検
討
会
の

開
催

条60条第3項
大構規3条

構
想
検
討
会
の

開
催

条61条
大構規3条 条62条

説明会の
開催日から
3週間以内

説明会から3週間経過後以降

※説明会について、近隣住民に開催3日前までに周知
 するよう努めること

２
週
間

大規模開発等事業の手続フロー
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大
規
模
開
発
等
事
業
構
想

協
議
書
の
縦
覧

2週間

条64条第2･3項
規42条

市
長
の
助
言

※必要に応じて

意
見
書

変
更
届

条64条 条57条 条65条

前
ペ
ー
ジ
、
৫

ಉ
হ

ੈ
৮
ඍ
ল
に
続
く

条66条
規45条

1週間
事
業
構
想
協
議
書
の
縦
覧
終
了

大
規
模
開
発
等
事
業
構
想
手
続
完
了
通
知
書

図中の略称表示は以下のとおりです。

  条・・・狛江市まちづくり条例
  規・・・狛江市まちづくり条例施行規則
大構規・・・狛江市大規模開発等事業構想検討会運営規則
開調規・・・狛江市開発等事業調整会運営規則

※ 大規模開発等事業構想の届出前に、関係各課（施行規則第22条参照）への事前調査・申請内容等の確認をお願いします。

※ このフローの     枠内の日数は事務処理等による目安の日数になります。

※ 開発行為に伴う同意・協議は別途行う必要があります。

※ 建築確認等とリンクしていません。（設計変更等の手続は、それぞれ行う必要があります。）

※ 東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例の手続は別途行う必要があります。

●建築指導事務
 多摩建築指導事務所（立川庁舎）
 〒190-0022 立川市錦町四丁目６番３号 建築指導第一課 042-548-2058

●開発指導事務
 多摩建築指導事務所（府中庁舎）
 〒183-0022 府中市宮西町一丁目26番１号 開発指導第二課 042-364-2386

※ 近隣住民の範囲は狛江市まちづくり条例施行規則別表第２を参照

※ 生産緑地地区から転用して開発等事業を行う場合には、買取り申出を提出してから行為制限解除後に大規模開発等事業構想届出を受け付けます。

※ 地区整備計画が策定されており、かつ、狛江市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成13年条例第19号）に基づく地区内で行われる
 大規模開発等事業は、事前に「大規模開発等事業構想事前相談カード」の提出が必要です。

詳しくは、下の

二次元コードから

アクセスしてください
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 その他事業に応じて必要な協議事項が生じることがあります。詳細は、担当部署
にお問い合わせください。

主な指導・協議事項の概要 担当部署 場所・連絡先

条例に基づく書類の提出等の手続全般、宅地の
最低区画面積、景観まちづくり、緑のまちづく
り協力金に関すること、集合住宅の建築に関す
ること（住戸の最低専用床面積、準工業地域に
おける住居系用途地域の適用）、一団の土地に
おける２つ以上の事業（連坦制度）等

まちづくり
推進課

本庁舎５階
03-3430-1305
machisuit01@city.komae.lg.jp

道路全般に関すること（道路後退、道路構造、
路面排水設備、駐輪場及び駐車場の整備、境界
等）

道路交通課
本庁舎５階
03-3430-1310
kanrikkr01@city.komae.lg.jp

騒音等近隣への環境配慮、緑化施策、公園及び
緑地等に関すること

環境政策課
本庁舎５階
03-3430-1287・1298
mizumidokkr01@city.komae.lg.jp

下水道、排水設備及び雨水流出抑制施設等に関
すること（浸透ます、浸透トレンチ）

下水道課
本庁舎５階
03-3430-1304
gesuikanrikkr@city.komae.lg.jp

埋蔵文化財等に関すること 社会教育課
本庁舎３階
03-3430-1342
bunkat@city.komae.lg.jp

福祉のまちづくりに関すること
（バリアフリー等）

福祉政策課
本庁舎２階
03-3430-1240
fukuseikkr02@city.komae.lg.jp

防災防犯、防火貯水槽及び
街頭消火器の設置等に関すること

安心安全課
防災センター２階（本庁舎隣接）
03-3430-1190
shouboukkr01@city.komae.lg.jp

廃棄物処理及び廃棄物保管場所等に関すること
（規模、構造など）

清掃課
ビン・缶リサイクルセンター
03-3488-5300
seigyokkr01@city.komae.lg.jp

住民基本台帳及び住居表示に関すること 市民課
本庁舎２階
03-3430-1205
juminkkr01@city.komae.lg.jp

大規模小売店舗の出店、
町会等への加入促進に関すること

地域活性課
本庁舎２階
03-3430-1237

保育所等の整備に関すること 児童育成課
本庁舎３階
03-3430-1281

通学路の安全確保に関すること 学校教育課
本庁舎３階
03-3430-1328

開発等事業・大規模開発等事業構想における
主な指導・協議事項の概要
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 小規模開発等事業の手続等の概要を示しています。詳細は、狛江市まちづくり条
例、狛江市まちづくり条例施行規則、狛江市まちづくり指導基準等を御確認くださ
い。 以下のいずれかに該当する場合は、小規模開発等事業の手続が必要です（ま
ちづくり条例第67条）。

集合
住宅

１ 開発等事業に該当しない全ての共同住宅、長屋、寄
 宿舎、下宿その他これらに類するものの建築。ただし、
 ３戸以下の長屋を除きます。

その他
建築

２ １以外の延べ面積が300平方メートル以上500平方
 メートル未満の建築（併用住宅を含む。）ただし、一
 戸建て住宅を除く。

大規模
戸建て

宅地
開発

地区計
画区域

３ 延べ面積が500平方メートル以上の一戸建て住宅の
 建築

４ 事業施行面積300平方メートル以上500平方メート
 ル未満の宅地開発事業（主として住宅の供給を目的と
 する土地の分割又は区画形質の変更をいう。）

５ 地区まちづくり計画策定地区内の開発等事業に該当
 しない全ての建築物の建築

〇 15戸以上の共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿その他これらに類するもの
〇 高さが10メートルを越えるもの（一戸建ての住宅は除きます）
〇 階数が地上４階建て以上のもの（一戸建ての住宅は除きます）
〇 延べ面積が500平方メートル以上のもの（一戸建ての住宅は除きます） 

＊集合住宅（共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿等）を建築する場合、規模に関わらず条例（開発等
事業又は小規模開発等事業）の手続が必要となります。

＊開発等事業に該当する共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿等の建築とは、以下のいずれか
 に該当するものをいいます。

＊コンビニエンスストア、事務所、クリニックビル等上記１に該当しない建築が該当し
 ます。

１ 小規模開発等事業の適用範囲

＊長屋のみの場合は、４戸以上から該当します。

小規模開発等事業の手引
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 その他事業に応じて必要な協議事項が生じることがあります。詳細は、担当部署
にお問い合わせください。小規模開発等事業届出書に添付する図面に下記内容の位
置・規模等を示してください。

該当する
事業

遵守事項 担当部署 指導
基準

・単身者向け住戸の最低専用床面積は、25
平方メートル以上とすること。
・管理及び使用に当たり、基準第12条に掲
げる事項
・宅配ボックスの設置の推進

まちづくり推進課
03-3430-1305
machisuit01@city.komae.lg.jp

第
11
条
・
第
12
条

・事業区域内に廃棄物保管場所を設置する
こと。

清掃課
03-3488-5300
seigyokkr01@city.komae.lg.jp

・事業区域内に駐輪場を設置すること。
・事業区域に隣接する道路に側溝を整備す
ること。

道路交通課
03-3430-1310
kanrikkr01@city.komae.lg.jp

・事業区域内の緑化を図ること。
環境政策課
03-3430-1298
mizumidokkr01@city.komae.lg.jp

・下水道、排水設備及び雨水流出抑制施設
等に関すること（浸透ます、浸透トレン
チ）

下水道課
03-3430-1304
gesuikanrikkr@city.komae.lg.jp

・事業区域内に廃棄物保管場所を設置する
こと。

清掃課

第
12
条
の
２

・事業区域内に駐輪場を設置すること。
・事業区域に隣接する道路に側溝を整備す
ること。

道路交通課

・事業区域内の緑化を図ること。 環境政策課

・下水道、排水設備及び雨水流出抑制施設
等に関すること（浸透ます、浸透トレン
チ）

下水道課

・事業区域に隣接する道路に側溝を整備す
ること。

道路交通課
第
10
条
の
２

・事業区域内の緑化を図ること。 環境政策課

・下水道、排水設備及び雨水流出抑制施設
等に関すること（浸透ます、浸透トレン
チ）

下水道課

２ 小規模開発等事業の遵守事項
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事前
相談

（２）小規模開発等事業届出書（第44号様式）を市に提出

届出

標識
設置

（１）事業計画の内容等について、各担当課（９ページ参
   照）と事前相談を行う。

＊メール（machisuit01@city.komae.lg.jp）で提出できます。

３ 手続の流れ

＊紙で提出する場合には、２部提出してください。

＊事業内容について、各課に事前相談を行った上で、提出してください。

（３）小規模開発等事業標識板（第45号様式）を設置

＊小規模開発等事業届出書の提出日から７日以内に設置してください。

＊近隣住民から見やすい場所に設置してください。

＊事業の完了まで設置してください。

設置
報告書

（４）小規模開発等事業標識板設置報告書（第45号の２様
   式）を市に提出

＊標識板設置後速やかに、案内図（事業区域及び標識板設置場所表示）、標識板写真（近
影）及び標識板設置写真（遠景）を添えて提出します。

＊配置図など事業の概要が分かる図面があると、スムーズです。

（５）小規模開発等事業適合通知書の交付（条例第69条）

＊期間内に意見書の提出がなく、かつ、まちづくりに関する施策等（条例、指導基準など）に
適合している場合は、適合通知書を交付します。

＊届出から適合通知書の交付まで、概ね１箇月程度となります。

小規模開発等事業に対する意見書の提出
（条例第68条第１項）

＊近隣住民は、その事業に意見がある場合、標識板を設置した日の翌日から起算
して７日以内に、小規模開発等事業意見書を市に提出できます。

＊意見に相当の理由がある場合、市は事業者と調整を行います
 （条例第68条第２項）。

意見書

＊条例第70条第１項に該当する場合は、事前協議対象事業と認定され、
 開発等事業の手続を行います（近隣説明会の開催、各課との協議等）。

適合
通知
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４ その他

 小規模開発等事業届出書の提出とは別に書類の提出が必要です。

事業区域面積に応じた緑化計画書の提出

公共下水道への接続に必要な排水設備計画確認申請書、
公共ます及び取付管新設等申請書の提出

お問合せ先 環境政策課水と緑の係（03-3430-1298）

お問合せ先 下水道課施設管理係（03-3430-1304）

環境
政策課

下水道課

建築物の規模に応じた廃棄物保管場所等設置届の提出

お問合せ先 清掃課業務係（03-3488-5300）

清掃課
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情報
提供

助言

 大規模土地取引行為の届出の手続等の概要を示しています。詳細は、狛江市
まちづくり条例、狛江市まちづくり条例施行規則等を御確認ください。

届出
（売主）

土地に関する権利を移転しようとする者（土地の売主）は、土
地取引を行おうとする日の６箇月前までに大規模土地取引行為
届出書（第32号様式）市へ提出

１ 大規模土地取引行為の届出とは

２ 大規模土地取引行為の届出の流れ

届出
（買主）

市は、届出の内容について、まちづくり委員会から意見を聴き
ます。

市は意見を踏まえ、売主（届出者）に土地利用などの助言を行
います。

買主は、土地取引（売買契約）後２週間以内に大規模土地取引
行為に係る権利取得届出書（第34号様式）市へ届出をします。

市は買主に対し、土地に関する必要な情報を提供します。

委員会

3,000㎡以上
の土地

土地に関する
権利を移転しようと
するとき
（売買契約等）

６箇月前までに市
に提出

＊メール（machisuit01@city.komae.lg.jp）で提出できます。

大規模土地取引行為の届出
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